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１ 基本方針の策定にあたって 

平成 18 年 3 月、新しく誕生した香南市では、合併効果を最大限に高め、質の高い行政サービスを効

率的に提供できるよう、組織一体となった取組の指針として行政改革大綱を、具体的な行政目標として

集中改革プランを策定し、合併から 10 年間行政改革に取り組み、一定の成果を挙げてきました。 

集中改革プランの実施期間は平成27年度をもって終期としましたが、その後においても新庁舎建設、

南海トラフ地震対策等、さまざまな課題が山積し、解決に向けた取組を優先的に進めてまいりました。  

こうした中、令和 5 年度の一般会計決算において、実質単年度収支が合併以来、初めての赤字となり、

収支不足を補うため、財政調整基金を 4 億円取り崩し、さらには令和 6 年度においても 6 億 9 千万円を

取り崩しており、このままではそう遠くない将来、重大な財政危機を招くことが想定されています。 

本市では、このような厳しい財政状況を踏まえ、「第三次香南市行政改革大綱」及び具体的な取組を推

進するための「第三次集中改革プラン」を策定し、継続可能なまちづくりを目指し、行政改革に取り組

むこととしました。 

※「第三次集中改革プラン １ 集中改革プラン策定にあたって」 より抜粋 

 本基本方針は大綱および集中改革プランに示している「こうなん学校給食センターにおける民間活力

の導入（以下、「民間委託」という。）」の推進にあたり、その基本的事項を示すものです。 

 

２ 民間委託の基本姿勢(安心安全な学校給食の提供) 

学校給食は、昭和 29 年に学校給食法が制定されて以来、児童生徒の心身の健全な発達に資するとと
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もに、国民の食生活の改善に寄与することを目的とし、学校教育の一環として位置づけられてきました。 

また、平成 20 年度には、｢生きる力｣を育むよう、学校における食育の推進を図る観点から、学習指

導要領と学校給食法が改正されています。 

本市では、令和 7 年度中より、農薬や化学肥料の使用を抑えた｢特別栽培米｣を給食用米に使用すると

ともに、地産地消にも取り組んでおり、安心安全な給食の提供を行っています。 

民間委託にあたっては、調理業務とそれに伴う配缶、洗浄等の業務のみ（以下｢調理業務｣という。）を

委託することとし、献立の作成、材料の発注はこれまでどおり栄養教諭を中心に設置者である市が責任

をもって行い、学校給食全般については、子どもたちの安全安心を最優先に考え、本市が責任をもって

対応することに変わりはありません。 

 

３ こうなん学校給食センターの概要（令和８年５月 1 日時点） 

所 在 地 香南市野市町本村 2115-1 

建物構造 鉄骨造 2 階建 

延床面積 3,００１㎡ 

開 設 日 平成２６年９月 

配食数（2026.4.9 時点） ２,８４０食/日 

対象学校数 幼稚園２園、小学校７校、中学校４校 

配送使用車両 配送車（コンテナ）６台 

事務職員 ３名（所長、係長、主幹栄養士各１名） 

栄養教諭 ２名（県職員（香我美中学校、野市小学校）） 

正職調理員 ７名（うち１名は再任用職員） 

会計年度任用調理員 ２３名（４時間４名、６時間１名、 

７時間１８名） 

配送員 １２名（ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰより派遣） 

 

４ 民間委託後における市の責任 

 (1) 学校給食の目的（学校給食法第 1 条） 

    学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資するものであり、かつ、児童及び生徒の食に

関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすものであることに鑑み、学校給

食及び学校給食を活用した食に関する指導の実施に関し必要な事項を定め、もって学校給食の普

及及び学校における食育の推進を図ることを目的とする。 

(2) 学校給食の実施主体 

  ア 義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施されるように努めな

ければならない。（同法第４条） 

  イ 国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければならない。（同

法第 5 条） 

   ウ 経費の負担区分（同法第 11 条） 
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   ・施設、設備、運営経費 ・・・  義務教育諸学校の設置者の負担 

   ・食材 ・・・・・・・・・・・  保護者の負担 

  ※調理業務は委託しますが、学校給食に対する実施主体は市となります。 

 

５ 民間委託する業務の範囲 

昭和 60 年 1 月 21 日付文部省通知に基づき、｢献立の作成｣のほか、｢食材の調達｣、｢調理物の検査・

検食｣及び｢食育指導｣など学校給食の根幹に係る業務は、栄養教諭を中心に設置者である市が責任をも

って実施します。 

【業務分担】 

業務区分 市 委託業者 その他 

１ 献立の作成 ○   

２ 食材の調達 ○   

３ 食材の検収  ○  

４ 調理の指示 ○   

５ 調理作業  ○  

６ 調理物の検査・検食 ○   

７ 配缶（各学校ｸﾗｽ別）  ○  

８ 各学校への配送 ○  配送員派遣委託契約により実施 

９ 給食指導・検食 ○   

10 各学校からの回収 ○  配送員派遣委託契約により実施 

11 洗浄・消毒・保管  ○  

12 清掃  ○  

 

６ 民間委託の実施時期 

  令和１０年４月 

 

７ 職員配置及び調理員の身分保障等 

 (1) 事務職員 ・・・・・・・・・・・・・ 現行どおり市の職員を配置する。 

 (2) 正規調理員（再任用調理員含） ・・・ 本人の意思を確認し、他部署への配置転換を行う。 

 (3) 会計年度任用調理員 ・・・・・・・・ 委託業者に対し、優先的に継続雇用を要望する。 

 

８ 調理業務民間委託の基本条件 

  これまで市が培ってきた経験とノウハウを基に民間の専門的な知識、技術を活用することで、より

柔軟で質の高い運営を目指します。 

  委託する業務の基本的な条件は次のとおりとします。 

 (1) こうなん学校給食センターの施設、設備、備品を使用する。 

(2) 栄養教諭等が作成した献立に従い、調理を行う。 
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(3) 市が調達した食材、調味料を使用する。 

(4) 指定した時間内に調理業務、配缶、洗浄を行う。 

(5) 配送、回収は現行どおり市が委託し実施する。 

(6) 業務にあたっては、｢学校給食法｣や｢食品衛生法｣等関係法令等遵守するとともに、本業務が教育

の一環として行われている学校給食であることを認識し、保健衛生に万全の注意を払い、｢学校給

食衛生管理基準｣、｢大量調理施設衛生管理マニュアル｣等に基づき、調理等業務を行う。 

 

９ 受託業者の要件 

  委託内容については、別途委託仕様書に定めることとし、次の事項を要件とする。 

 (1) センター方式（1,000 食以上）での学校給食調理受託実績があり、受託業務を継続的かつ安定的

に遂行できる能力を有していること。 

 (2) 学校給食の意義を十分に認識し、学校運営にも協力的であること。 

 (3) 経営基盤の安定と危機管理等への対応能力及び体制が構築されていること。 

 (4) 安全衛生管理や調理技術に関する研修教育体制が整っていること。 

 (5) アレルギー食への対応体制を整備すること。 

 (6) 地元雇用等、地域の実情に十分配慮できること。 

 

10 委託業者の選定方法 

  委託業者の選定については、単に金額による入札方法ではなく、学校給食調理という特殊で専門性

を要する業務であることから、給食運営の考え方や衛生管理・職員研修への取組、実施体制、食育活

動への協力等についても審査するため、プロポーザル（企画提案型）方式とします。 

  プロポーザル方式では、市の示した仕様書に基づき、受託を希望する業者から企画・提案を行わせ、

それらの遂行方法、能力、見積金額、メリット等総合的に比較審査し、より公平で質の高い委託業者

を選定します。 

  業者の選定にあたっては、｢プロポーザル選定委員会｣を設置し、公正、公平に審査します。 

 

11 委託契約での留意点 

 (1) 学校給食センターにおける、安全・衛生を確保する運営管理体制を仕様書に明記する。 

 (2) 職業安定法、労働者派遣法、食品衛生法等に抵触しないよう、次のことに留意し適法性の確保を

行う。 

  ア 受託業者が、その雇用する職員の労働力を自ら直接利用すること。 

  イ 受託業者が、業務を自己の業務として、市から独立して処理すること。 

  ウ 適正な職員を配置すること。 

 (3) 業務の分担区分を明確にすること。 

 (4) 食中毒等の事故が発生した場合に対する受託業者の責任と損害賠償の所在を明確にすること。 

 (5) 災害時の炊き出し等への協力を仕様書に明記する。 

 (6) 委託契約の期間は、原則３年とする。 
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12 調理業務の従事者について 

  委託業務の履行には、調理業務の従事者の資質が重要な要素となることから、栄養士・調理師等の

資格保有者や学校給食施設等での一定期間の実務経験者を一定数確保するとともに、受託者は、職員

の健康管理に努め、指定された法定検査を受託し、業務に係る研修、教育等を行うことを仕様書に明

記します。 

 

13 スケジュール      別添  


